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韓　国

鬱陵島
竹　島

隠　岐

島根県

約157km

約 70km

約 92km

西 島
（男島）

東 島
（女島）

大韓民国

日本海

竹島
日本

表紙写真：©桑原史成　　表紙地図：明治大学図書館所蔵

■隠岐諸島の北西約157キロメートル、北緯37度14分、東経131度52分の日本海上に位置
する群島。島根県隠岐の島町に属する。
■東島（女島）、西島（男島）の2つの小島とその周辺の数十の岩礁からなり、総面積は約0.21平方
キロメートル（日比谷公園とほぼ同面積）。
■各島は、海面からそびえ立つ急峻な火山島であり周囲は断崖絶壁をなす。また、植生や飲料水に乏しい。

約215km

約 211km
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しかし、『三国史記』には、于山国であった鬱陵島が512年に新羅に
帰属したとの記述はありますが、「于山島」に関する記述はありません。
また、朝鮮の他の古文献中にある「于山島」の記述には、その島には
多数の人々が住み、大きな竹を産する等、竹島の実状に見合わないも
のがあり、むしろ、鬱陵島を想起させるものとなっています。

また、韓国側は、『東国文献備考』、『増補文献備考』、『萬機要覧』に引用
された『輿

よ ち し

地志』（1656年）を根拠に、「于山島は日本のいう松島（現在
の竹島）である」と主張しています。これに対し、『輿地志』の本来の記述
は、于山島と鬱陵島は同一の島としており、『東国文献備考』等の記述は
『輿地志』から直接、正しく引用されたものではないと批判する研究
もあります。その研究は、『東国文献備考』等の記述は安龍福の信

しんぴょうせい

憑性の
低い供述（５．参照）を無批判に取り入れた別の文献（『彊

きょうかいこう

界考』（『彊
界誌』）、1756年）を底本にしていると指摘しています。

なお、『新増東国輿地勝覧』に添付された地図には、鬱陵島と「于山島」
が別個の2つの島として記述されています。もし、韓国側が主張する
ように「于山島」が竹島を示すのであれば、この島は、鬱陵島の東方
に、鬱陵島よりもはるかに小さな島として描かれるはずです。しか
し、この地図における「于山島」は、鬱陵島とほぼ同じ大きさで描か
れ、さらには朝鮮半島と鬱陵島の間（鬱陵島の西側）に位置している
等、全く実在しない島であることがわかります。

「新増東国輿地勝覧…八道総図」（写し）

韓国が古くから竹島を認識していたという根拠はありません。 例えば、
韓国側は、朝鮮の古文献『三国史記』（1145年）、『世

せ そ う

宗実録地理誌』
（1454年）や『新

しんぞう

増東
とうごく

国輿
よ ち

地勝
しょうらん

覧』（1531年）、『東
とうごく

国文献備考』（1770
年）、『萬

ば ん き

機要覧』（1808年）、『増
ぞ う ほ

補文献備考』（1908年）などの記述を
もとに、「鬱陵島」と「于山島」という二つの島を古くから認知していた
のであり、その「于山島」こそ、現在の竹島であると主張しています。

韓国が古くから竹島を認識していた
という根拠はありません。2.

　現在の竹島は、我が国ではかつて「松島」と呼ばれ、逆に鬱陵島が「竹島」や
「磯竹島」と呼ばれていました。竹島や鬱陵島の名称については、ヨーロッパ
の探検家等による鬱陵島の測位の誤りにより一時的な混乱があったもの
の、我が国が「竹島」と「松島」の存在を古くから承知していたことは各種の
地図や文献からも確認できます。例えば、経緯線を投影した刊行日本図と
して最も代表的な長

な が く ぼ

久保赤
せきす い

水の「改正日本輿
よ ち

地路
ろ て い

程全図」（1779年初版）の
ほか、鬱陵島と竹島を朝鮮半島と隠岐諸島との間に的確に記載している地図
は多数存在します。

日本は古くから竹島の存在を
認識していました。1.

「改正日本輿地路程全図」（1846年）（写真提供：明治大学図書館）
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その一方で、竹島への渡航は禁止され
ませんでした。このことからも、当時
から、我が国が竹島を自国の領土だと
考えていたことは明らかです。

対馬藩より交渉決裂の報告を受けた幕府は、1696年1月、朝鮮との
友好関係を尊重して、日本人の鬱陵島への渡航を禁止することを決
定し、これを朝鮮側に伝えるよう対馬藩に命じました。
　この鬱陵島の帰属をめぐる交渉の経緯は、一般に「竹島一件」と称
されています。

状況を承知した幕府の命を受けた対
つ し ま

馬藩（江戸時代、対朝鮮外交・貿易
の窓口であった。）は、安と朴の両名を朝鮮に送還するとともに、朝鮮
に対し、同国漁民の鬱陵島への渡航禁制を要求する交渉を開始しま
した。しかし、この交渉は、鬱陵島の帰属をめぐって意見が対立し合意
を得るに至りませんでした。

1692年、村川家が鬱陵島におもむくと、多数の朝鮮人が鬱陵島におい
て漁採に従事しているのに遭遇しました。また、翌年には、今度は大谷
家が同じく多数の朝鮮人と遭遇したことから、安龍福、朴於屯（パク・
オドゥン）の2名を日本に連れ帰ることとしました。なお、この頃の
朝鮮王朝は、同国民の鬱陵島への渡航を禁じていました。

幕府より鬱陵島への渡航を公認された米子の大谷・村川両家は、約
70年にわたり、他から妨げられることなく独占的に事業を行ってい
ました。

鬱陵島への渡航を禁じた文書
（写真提供：鳥取県立博物館）

日本は、17世紀末、鬱陵島への渡航を
禁止しましたが、竹島への渡航は
禁止しませんでした。4.

こうして、我が国は、遅くとも江戸時代初期にあたる17世紀半ばには、
竹島の領有権を確立していたと考えられます。

なお、当時、幕府が鬱陵島や竹島を外国領であると認識していたので
あれば、鎖国令を発して日本人の海外への渡航を禁止した1635年
には、これらの島に対する渡航を禁じていたはずですが、そのような
措置はなされませんでした。

両家は、将軍家の葵
あおい

の紋を打ち出した船印をたてて鬱陵島で漁猟に
従事し、採取したあわびについては将軍家等に献上するのを常として
おり、いわば同島の独占的経営を幕府公認で行っていました。

1618年（注）、鳥取藩伯
ほう き の く に

耆国米子の町人大
お お や

谷甚
じん き ち

吉、村
むらか わ

川市
い ち べ え

兵衛は、同藩
主を通じて幕府から鬱陵島（当時の「竹島」）への渡海免許を受けまし
た。これ以降、両家は交替で毎年年1回鬱陵島に渡航し、あわびの採
取、あしかの捕獲、竹などの樹木の伐採等に従事しました。
（注）1625年との説もあります。

この間、隠岐から鬱陵島への道筋にある竹島は、航行の目標として、
途中の船がかりとして、また、あしかやあわびの漁獲の好地として自然
に利用されるようになりました。

渡海免許
（写真提供：鳥取県立博物館）

日本は、鬱陵島に渡る船がかり及び
漁採地として竹島を利用し、
遅くとも17世紀半ばには、
竹島の領有権を確立しました。

3.
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島根県知事は、この閣議決定及び内務大臣の訓令に基づき、1905
（明治38）年2月、竹島が「竹島」と命名され隠岐島司の所管となった
旨を告示するとともに、隠岐島庁に対してもこれを伝えました。なお、
これらは当時の新聞にも掲載され広く一般に伝えられました。

中井の出願を受けた政府は、島根県の意見を聴取の上、竹島を隠岐
島庁の所管として差し支えないこと、「竹島」の名称が適当であるこ
とを確認しました。これをもって、1905（明治38）年1月、閣議決定
によって同島を「隠

お き と う し

岐島司ノ所管」と定めるとともに、「竹島」と命名
し、この旨を内務大臣から島根県知事に伝えました。この閣議決定に
より、我が国は竹島を領有する意思を再確認しました。

今日の竹島において、あしかの捕獲が本格的に行われるようになった
のは、1900年代初期のことでした。しかし、間もなくあしかの捕獲
は過当競争の状態となったことから、島根県隠岐島民の中

な か い よ う ざ ぶ ろ う

井養三郎
は、その事業の安定を図るため、1904（明治37）年9月、内務・外務・
農商務三大臣に対して「りやんこ島」（注）の領土編入及び10年間の貸
し下げを願い出ました。
（注）「りやんこ島」は、竹島の洋名「リアンクール島」の俗称。当時、ヨーロッパの探検家の
測量の誤りなどにより、鬱陵島が従来の「竹島」に加え「松島」とも呼ばれるようになり、現在
の竹島は従来の「松島」とともに、「りやんこ島」と呼ばれるようになっていました。

さらに、韓国側の文献によれば、安龍福は、1696年の来日の際に
鬱陵島に多数の日本人がいた旨述べたとされています。しかし、この
来日は、幕府が鬱陵島への渡航を禁じる決定をした後のことであり、
当時、大谷・村川両家はいずれも同島に渡航していませんでした。

安龍福に関する韓国側文献の記述は、同人が、国禁を犯して国外に
渡航し、その帰国後に取調べを受けた際の供述によったものです。
その供述には、上記に限らず事実に見合わないものが数多く見られ
ますが、それらが、韓国側により竹島の領有権の根拠の一つとして
引用されてきています。

韓国側の文献によれば、安龍福は、来日した際、鬱陵島及び竹島を
朝鮮領とする旨の書

しょ け い

契を江戸幕府から得たものの、対馬の藩主が
その書契を奪い取ったと供述したとされています。しかし、日本側の
文献によれば、安龍福が1693年と1696年に来日した等の記録は
ありますが、韓国側が主張するような書契を安龍福に与えたという
記録はありません。

1905年1月28日閣議決定（写真提供：アジア歴史資料センター）

日本政府は、1905年、竹島を
島根県に編入して、竹島を
領有する意思を再確認しました。6.

幕府が鬱陵島へ渡航を禁じる決定をした後、安龍福は再び我が国に
渡来しました。この後、再び朝鮮に送還された安龍福は、鬱陵島への
渡航の禁制を犯した者として朝鮮の役人に取調べを受けますが、この
際の安龍福の供述は、現在の韓国による竹島の領有権の主張の根拠
の一つとして引用されることになります。

韓国が自国の主張の根拠として
用いている安龍福の供述には、
多くの疑問点があります。5.
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この部分に関する米英両国による草案内容を承知した韓国は、同年
7月、梁（ヤン）駐米韓国大使からアチソン米国務長官宛の書簡を提出
しました。その内容は、「我が政府は、第2条a項の『放棄する』という
語を『（日本国が）朝鮮並びに済州島、巨文島、鬱陵島、独島及びパラン
島を含む日本による朝鮮の併合前に朝鮮の一部であった島々に対す
るすべての権利、権原及び請求権を1945年8月9日に放棄したこと
を確認する。』に置き換えることを要望する。」というものでした。

サンフランシスコ平和条約第2条

1909年頃の竹島漁猟会社（写真提供：古今書院）

条約に調印する吉田茂首相
（写真提供：読売新聞社）

サンフランシスコ平和条約起草過程で、
韓国は、日本が放棄すべき領土に竹島を
含めるよう要請しましたが、米国は竹島が
日本の管轄下にあるとして拒否しました。

7.

しかし、「石島」が今日の竹島（「独島」）であるならば、なぜ勅令で「独
島」が使われなかったのか、また、韓国側が竹島の旧名称であると主
張する「于山島」等の名称が使われなかったのか、また、「独島」という
呼び名はいつからどのように使われるようになったのか、という疑
問が生じます。

いずれにせよ、仮にこの疑問が解消された場合であっても、同勅令の
公布前後に、朝鮮が竹島を実効的に支配してきたという事実はなく、
韓国による竹島の領有権は確立していなかったと考えられます。

朝鮮では、1900年の「大韓帝国勅
ちょくれい

令41号」により、鬱陵島を鬱島と
改称するとともに島監を郡守とする旨公布した記録があるとされて
います。そして、この勅令の中で、鬱陵郡が管轄する地域を「鬱陵全島
と竹島、石島」と規定しており、この「竹島」は鬱陵島の近傍にある「竹

ちくしょ

嶼」
という小島であるものの、「石島」はまさに現在の「独島」を指すと指
摘する研究者もいます。その理由は、韓国の方言で「トル（石）」は「ト
ク」とも発音され、これを発音どおりに漢字に直せば「独島（トクド）」
につながるためというものです。

1951（昭和26）年9月に署名されたサンフランシスコ平和条約は、
日本による朝鮮の独立承認を規定するとともに、日本が放棄すべき
地域として「済州島、巨文島及び鬱陵島を含む朝鮮」と規定しました。

また、島根県知事は、竹島が「島根県所属隠岐島司ノ所管」と定められ
たことを受け、竹島を官有地台帳に登録するとともに、あしかの捕獲を
許可制としました。あしかの捕獲は、その後、第二次世界大戦によって
1941（昭和16）年に中止されるまで続けられました。
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1952年7月の官報

日米行政協定によれば、合同委員会は「日本国内の施設又は区域を決
定する協議機関として任務を行う。」とされていました。したがって、
竹島が合同委員会で協議され、かつ、在日米軍の使用する区域として
の決定を受けたということは、とりも直さず竹島が日本の領土であ
ることを示しています。

1952（昭和27）年7月、米軍が引き続き竹島を訓練場として使用す
ることを希望したことを受け、日米行政協定（注：旧日米安保条約に
基づく取極。現在の日米地位協定に引き継がれる。）に基づき、同協定
の実施に関する日米間の協議機関として設立された合同委員会は、
在日米軍の使用する爆撃訓練区域の一つとして竹島を指定するとと
もに、外務省はその旨を告

こ く じ

示しました。

我が国がいまだ占領下にあった1951（昭和26）年7月、連合国総司
令部は、連合国総司令部覚

おぼえがき

書（SCAPIN）第2160号をもって、竹島を
米軍の海上爆撃演習地区として指定しました。

竹島は、1952年、在日米軍の
爆撃訓練区域として指定されており、
日本の領土として扱われて
いたことは明らかです。

8.この韓国側の意見書に対し、米国は、同年8月、ラスク極東担当国務
次官補から梁大使への書簡をもって以下のとおり回答し、韓国側の
主張を明確に否定しました。

　「…・・・合衆国政府は、1945年8月9日の日本によるポツダム宣言
受諾が同宣言で取り扱われた地域に対する日本の正式ないし最終的
な主権放棄を構成するという理論を（サンフランシスコ平和）条約
がとるべきだとは思わない。ドク島、または竹島ないしリアンクール
岩として知られる島に関しては、この通常無人である岩島は、我々
の情報によれば朝鮮の一部として取り扱われたことが決してなく、
1905年頃から日本の島根県隠岐島支庁の管轄下にある。この島は、
かつて朝鮮によって領有権の主張がなされたとは見られない。・・・・」

　これらのやり取りを踏まえれば、竹島は我が国の領土であるとい
うことが肯定されていることは明らかです。

ラスク発書簡（写し）

また、ヴァン・フリート大使の帰国報告（10．参照）にも、竹島は日本の
領土であり、サンフランシスコ平和条約で放棄した島々には含まれて
いないというのが米国の結論であると記されています。
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我が国は、韓国による「李承晩ライン」の設定以降、韓国側が行う竹
島の領有権の主張、漁業従事、巡視船に対する射撃、構築物の設置等
につき、累次にわたり抗議を積み重ねました。そして、この問題の平
和的手段による解決を図るべく、1954（昭和29）年9月、口上書を
もって竹島の領有権問題を国際司法裁判所に付託することを韓国
側に提案しましたが、同年10月、韓国はこの提案を拒否しました。ま
た、1962（昭和37）年3月の日韓外相会談の際にも、小坂善太郎外
務大臣より崔徳新韓国外務部長官に対し、本件問題を国際司法裁判
所に付託することを提案しましたが、韓国はこれを受け入れず、現在
に至っています。

国際司法裁判所は、紛争の両当事者が同裁判所において解決を求め
るという合意があって初めて動き出すという仕組みになっていま
す。したがって、仮に我が国が一方的に提訴を行ったとしても、韓国
側がこれに応ずる義務はなく、韓国が自主的に応じない限り国際司
法裁判所の管轄権は設定されないこととなります。

1954年に韓国を訪問したヴァン・フリート大使の帰国報告（1986
年公開）には、米国は、竹島は日本領であると考えているが、本件を国
際司法裁判所に付託するのが適当であるとの立場であり、この提案
を韓国に非公式に行ったが、韓国は、「独島」は鬱陵島の一部であると
反論したとの趣旨が記されています。

日本は竹島の領有権に関する
問題を国際司法裁判所に
付託することを提案していますが、
韓国がこれを拒否しています。

10.

韓国側は、現在も引き続き警備隊員を常駐させるとともに、宿舎や
監視所、灯台、接岸施設等を構築しています。

韓国による竹島の占拠は、国際法上何ら根拠がないまま行われてい
る不法占拠であり、韓国がこのような不法占拠に基づいて竹島に対
して行ういかなる措置も法的な正当性を有するものではありませ
ん。このような行為は、竹島の領有権をめぐる我が国の立場に照らし
て決して容認できるものではなく、竹島をめぐり韓国側が何らかの
措置等を行うたびに厳重な抗議を重ねるとともに、その撤回を求め
てきています。

翌1954（昭和29）年6月、韓国内務部は韓国沿岸警備隊の駐留部隊
を竹島に派遣したことを発表しました。なお、同年8月には、竹島周
辺を航行中の海上保安庁巡視船が同島から銃撃され、これにより韓
国の警備隊が竹島に駐留していることが確認されました。

1953（昭和28）年3月、日米合同委員会で竹島の在日米軍の爆撃訓
練区域からの解除が決定されました。これにより、竹島での漁業が再
び行われることとなりましたが、韓国人も竹島やその周辺で漁業に
従事していることが確認されました。同年7月には、不法漁業に従事
している韓国漁民に対し竹島から撤去するよう要求した海上保安庁
巡視船が、韓国漁民を援護していた韓国官憲によって銃撃されると
いう事件も発生しました。

1952（昭和27）年1月、李承晩韓国大統領は「海洋主権宣言」を行って、
いわゆる「李承晩ライン」を国際法に反して一方的に設定し、その
ライン内に竹島を取り込みました。

韓国は竹島を不法占拠しており、
我が国としては厳重に
抗議をしています。9.

ヴァン・フリート大使の帰国報告…（写し）


